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Abstract 

This paper discusses issues related to the marketing strategy of Yamaha being affected to the 

technical innovation. The change of technology in the keyboard instrument industry pressed Yamaha 

and its dealer for a variety of restructuring efforts in 1980s. How did the break the impasses? Mainly, 

it is attributed to the double-distribution system and the Yamaha Music School’s enlarged education 

role all age groups.  

    The most important product of enterprise income to Yamaha was piano. It was the piano 

market’s destiny to decline when the diffusion rate reached a certain level (near 25%), and then the 

rebound in its demand take a long time. Yamaha offered a challenge to solve this problem from 

1950s to 1970s. First, they diversify their products so as to meet new demands, such as motorcycle, 

cabinetwork, tennis racket and service at resort spot etc. Second was the establishment of the 

original music school (Yamaha Music School) to increase the number of piano users. Lastly, they 

developed the new electronic organ (Electone), which there was some expectation of repurchase 

demand. 

The newcomer, Casio Co., changed the keyboard instrument market through the low-priced 

personal keyboard (Casiotone) in 1980, which circulated throughout the country by the new 

distribution channel, in other words mass retailer and discount shop. It was constitute a major cause 

of the transformation of Yamaha’s business model on the grounds of that the personal keyboard 

became substitute goods of piano and Electone. Yamaha built up a strong sense of competitiveness 

against Casio and launched out the same price range keyboard (Portasound) .  

    Yamaha utilized the new channel to advance sales of Portasound and the traditional dealer 

channel to familiarize beginner with piano and Electone. Since the dealer-run Yamaha Music School 

enhanced profitability, the dealer improved his management regardless of a sharp downturn in 

profitability by appearance of the new channel.  
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鍵盤楽器市場をめぐるヤマハのビジネスモデル 
 

田中智晃 
1、はじめに 
 市場が成熟化することによって需要が停滞し始めると、企業は新たな一手を打つ必要性

に迫られる。20 世紀初頭に T 型フォードによって自動車市場が成熟化し始めると、GM は

車体のモデルチェンジを定期的に行うことにより新たな需要を掘り起こした。家電製品に

おいては、既存の技術に新技術を付加したり、同じ使用用途ではあるが全く異なる技術で

置き換えたりする（VHS から DVD、ブラウン管 TV から液晶 TV など）ことによって新

製品を作り出し、消費者の購買意欲を喚起してきた。 

 楽器産業では、なかなか同じ戦略をとることが難しかった。それは、楽器が音楽という

芸術的な営みに使用されているだけでなく、古い製品の良さを求める消費者が多い点にあ

る。本論で扱う鍵盤楽器の中では、特にアコースティックのピアノにおいてその傾向が強

い。そもそもピアノは、18 世紀初期にヨーロッパで誕生したものであるが、19 世紀のア

メリカにおいて鉄骨フレームやミュージック・ワイヤーなどが開発・実用化されて以来、

基本デザインは変わっていない。そのためピアノ産業において根本的な課題は、ピアノの

高耐久性の問題と同時に、ひとたび商品が市場に普及してしまうと、広範な中古市場が形

成され始め、急速に新品のピアノ需要が減退してしまうことであった。つまり、ピアノ産

業には市場を拡大し、普及率を上げようとする企業行動そのものが、将来において自らの

衰退を招くというジレンマが存在した。 

 このような環境の中でヤマハ（日本楽器製造１）は、ピアノ、エレクトーン（電子オル

ガン）という主力製品の分野においては、1950 年代以降、特約店（販売代理店）で基本的

に専売するという方針を変えなかった。一見、製品ライフサイクルがはっきりした製品に

このような排他的チャネル政策を用いたのは、ピアノという製品に販売上の制約が存在し

ていたからであり２、メーカーの意向が反映しやすい特約店は直営販売店に勝るとも劣ら

ない組織としてヤマハに競争優位性と参入障壁を与えた。ただ、ピアノ産業に存在するジ

レンマからヤマハが解放されたわけではない。戦後にヤマハの第 4 代社長に就任した川上

源一は、ピアノ産業にまつわるジレンマに早くから気づいていたので、多角化戦略を採用

するなどして、従来からの事業ドメインに改良を加え続けた。1964 年に出版された『企業

現代史』の中で、檜山陸郎は川上社長が「楽器斜陽論者」として知られているとし、川上

社長は経営多角化とエレクトーンの開発、「ピアノに対する品質・生産管理の近代化・合

理化を猛烈な勢いで進め…、音楽普及活動を開始した…」という３。1960 年代半ばといえ

ば、高度経済成長期の真っただ中で日本の楽器産業が急速に成長していた時期であり、そ

のような中での檜山の指摘は示唆に富む。1970 年代には多角化戦略がさらに進み、『エコ

ノミスト』ではヤマハを「ピアノメーカー」ではなく、「総合木材メーカー」と「レジャ

ー開発メーカー」に変わりつつあると紹介する。この時期までにヤマハの多角化戦略は一

般的に知られるものになっていたことが分かる４。 

こうして、ヤマハは楽器メーカーという枠組みを超えて成長してきたが、籠幾緒が「ヤ

マハにおける経営多角化は、今までのところヤマハ発動機のオートバイを除くと十分に成
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功しているとは言い難い」５と指摘するように、必ずしもヤマハにとって多角化戦略が功

を奏した訳ではないといえよう６。本論では、多岐にわたる産業に進出したヤマハの全て

の事業について考察することは紙面の関係上行わないが、ヤマハが早くからピアノ産業に

まつわるジレンマへ対応する意思があったことを指摘するに留める。 

 この間は鍵盤楽器の事業についても変化があり、ピアノ、オルガン、エレクトーン、電

子キーボード、電子ピアノと製品技術の異なる商品群が増える中で、ヤマハは流通戦略を

見直していった。1980 年以降、ピアノ・エレクトーンという伝統的な製品分野については

チャネル・アレンジメントの変更を最小限とし、ポータブル電子キーボード・電子ピアノ

などの新製品については大規模・低コストチャネルを用いるという複合的な流通システム

を採用した。これを可能にした一つの要因に、製造会社主催によるヤマハ音楽教室の存在

があった。高橋誠一郎はピアノという「高級文化」が日本において大衆層にまで広範に普

及した要因を学校などが行った「家庭外の教育」にあると述べ、ヤマハ社長川上源一が行

ったヤマハ音楽教室を中心とする「音楽普及活動の成功が、わが国において、欧米をはる

かにしのぐ速さで大衆層にピアノが普及しえた、最大の理由の一つであろう」という７。

学校教育と音楽教室の関係については他の論文で述べたので８、本論では詳しく掘り下げ

ることはないが、高橋が指摘するように日本のピアノ市場の拡大要因に「教育」というも

のが深く関わっていたことは間違いなさそうである。 

 ただ、ヤマハは教育機関を垂直統合した数少ないピアノ会社の一つであるが、ミシンの

シンガー社が開いた裁縫教室や日本自動車学校（東京立川）及び中部日本自動車学校（名

古屋）を設立したトヨタの事例に見られるように、他の産業分野において、教育機関を垂

直統合した製造会社は他にも見られるのであり９、ヤマハ固有の事例とはいえない。しか

し、ヤマハが他と異なるのは、ユーザーと教育を通じて持続的に繋がろうとしている点で

あり、ヤマハ音楽教室の多くが特約店（系列店）によって運営されている点である。特に

後者については、「教育」と「販売」という、本来相容れないものがなぜ同じ場所に存在

しうるのか、また、音楽教室を全国の特約店に横展開するにあたって、どのような管理体

制を敷いて音楽教育の手法を全国共通のものとしたのか、ヤマハ音教室の継続性に関する

興味深い論点がいくつか存在するが、先行研究では十分に検討されてこなかった。 

前間・岩野の研究によれば、ピアノに内在するジレンマを解消すべく、自ら需要を創出

するものとしてヤマハ音楽教室に注目し１０、さらに大野木吉兵衛は消費者ニーズを図り、

それを製品開発や販売政策に生かすマーケティング上重要な機関として音楽教室を捉えた
１１。しかし、両研究はヤマハ音教教室の有効性を指摘するにとどまり、なぜ継続しうるの

かについての検討がなされなかった。一方、音楽教室の教程の変化については、門奈由子

が 1972 年にヤマハが新教育システムを発足させることによって、幼児からプロになる大

人まで指導できるシステムが誕生したと述べているが１２、これは財団法人ヤマハ音楽振興

会が作成したプランをそのままの意味で解釈しているだけで、現場の音楽教室の経営形態

を考慮していない。1970 年代までのヤマハ音楽教室の多くは、幼稚園を会場として特約店

が運営しており、小学生以上、特に成人を教育することは一般化しておらず、幼児教育を

越えた全年齢対象の音楽教室に拡張していくのは 1980 年代になってからであった。この

変化は、門奈が想定しているヤマハ音楽教室の理想よりも、鍵盤楽器市場を巡る環境変化

によって推進されたことを本論では述べるだろう。幼稚園会場については、檜山陸郎・青
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木成樹が幼稚園の空教室を利用したことにより、ヤマハ音楽教室の全国展開を急速に進め

たと述べているが１３、なぜ成功したのかその理由は述べられていない。ヤマハ音楽教室に

ついては、このように様々な文献において注目されてきたが、その経営的な分析は不十分

であると思われる。ヤマハ音楽教室が一般企業である特約店によって主に運営されている

ことからも、経営学的な側面からの考察は必要であろう。 

 また、ヤマハ音楽教室に関しては、海外についても言及しなければならない。1954 年に

始まったヤマハ音楽教室は、国内でサービスのあり方を明確化した後に、1964 年に早くも

アメリカのロスアンゼルスに海外初の音楽教室をオープンさせる。その後、世界へ日本に

おいて成功した教育モデルを輸出し、2010 年現在、ヤマハは 33 カ国に音楽教室を設立す

るまでになった。これは、国内で開発されたサービスが海外において適用可能であったこ

とを証明する以上の収穫がヤマハにはあり、西洋楽器の市場が成熟化したアメリカにおい

て新たに考案されたマーケティング手法を国内へ逆輸入するきっかけにもなった。 

 ヤマハよりも大規模に流通系列化を進めた企業として松下電器が挙げられる。家電業界

では 1960 年代まで系列店（地域店）が中心的な販売チャンネルであったが、高度経済成

長期の末頃から専門量販店（家電量販店）がメーカーにとって無視できない存在になり、

1980 年代には系列店と量販店の販売シェアが逆転した１４。価格の安さのみを差別化要因

とするディスカウンター（ディスカウントストア）の急成長が 1985 年以降は見られ、新

飯・三島が「ディスカウンターが発展しているということは、すでに製品知識が十分で、

ほとんどアフターサービスを要しないほどに、製品の品質が確定しているものである」１５

と述べているように、市場と家電業界の変化が新たな参入者を生み出してきた。楽器業界

においても 1980 年代に類似の競争環境が生まれており、家電業界との対比は意味がある

ものと思われる。 

松下電器は、この時代に他の家電メーカーと比較して大規模な系列店を抱えていたこと

から、各社が量販店チャネルを重視する中で、崔相鐡が述べるように系列店との共存共栄

精神と市場支配意図を交じり合わせたチャネル・マネジメント戦略を採用し、変革の時代

へ適応していこうとした１６。ピーク時の 25,000 店よりは減少したとはいえ 2009 年にお

いても松下の系列店は 18,000 店存在している１７。ヤマハにおいても、松下と同様に系列

店を中心とする販売体制を敷いていた。ただ、松下など家電メーカーと大きく異なるとこ

ろは音楽教室事業の存在であった。ピアノの製品ライフサイクルに沿う形で音楽教室の存

在意義は変化し、ヤマハは販売と音楽教室の両面において特約店をコントロールするマー

ケティング戦略を模索し続け、ある意味では松下よりも管理の難易度が高い系列店を抱え

ていた。特にヤマハにとって特約店管理が難しくなったのは、1980 年代以降であり、日本

のピアノ普及率が歴史的に上限とされる 25％前後に達し、欧米に見られたように中古ピア

ノ市場が拡大し始め、それと同時に、優良な顧客であった子供が減少し、安価な電子キー

ボードがビギナー層の間で認められるようなると、ますます新品のピアノ市場が縮小した。

さらに家電業界と同様に、専門量販店やディスカウントストアの勢力が拡大したのは、ヤ

マハに販売戦略の変更を否が応でも突きつけた。こうして日本のピアノ市場は、欧米より

も急速に衰退することになったが、ヤマハとその特約店は意外と市場の動向と一致した衰

退傾向に陥らなかった。 

 市場環境を変化させた一つの要因である電子キーボードをはじめとする、電子楽器につ
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いては田中健次の研究により、1980 年以降、異業種からの新規参入者によって、全く新し

い競争環境が作られ、ヤマハの鍵盤楽器市場における従来の独占的な立場が崩壊していく

ことが明らかにされている１８。主に製品戦略に注目しているこの研究に対し、本論では流

通段階での変化に焦点を合わせ、さらに掘り下げて見ていくことになる。 

 以上、本報告では、ピアノ産業にまつわるジレンマに注目し、1980 年代以降、それがど

のような形でヤマハの鍵盤楽器ビジネスにおける戦略を変え、特約店制度と音楽教室のあ

り方に影響したのかを歴史的に考察する。その中で、第 1 に主力商品のピアノ・エレクト

ーンの販売高が下がり始めた 1980 年代以降、ヤマハは販売チャネルをどのように見直し

たのか、それによる特約店政策に変化があったのかを検証する。第 2 には、ヤマハ音楽教

室のマーケティング上の意味合いの変化についての問題である。1954 年から始めて半世紀

以上も継続した全国共通の教育機関にはなんらかの仕組みがあり、教室を持続するモチベ

ーションを特約店にもたせたヤマハのマーケティング戦略は環境の変化によってどのよう

に移り変わったのか注目する。第 3 に、アコースティックから電子へと、鍵盤楽器に見ら

れたテクノロジーの変化が流通及びマーケティングに与えた影響を考察する。 

  

 

2、成長期の鍵盤楽器市場にみられたヤマハのビジネスモデル 
 1887 年にオルガン（リードオルガン）の製造に成功した創業者、山葉寅楠は、翌年、浜

松に山葉風琴製作所を設立した。オルガンの生産拡大に伴い、地元資本や有力卸先であっ

た代理店の出資を受けて、1897 年、寅楠は株式会社である日本楽器製造を設立する１９。 

 その後 1899 年にアメリカに単身渡った寅楠はピアノの製造法を学び、1900 年にアメリ

カの工作機械と部品によってアップライト・ピアノの製造を開始する。1902 年にはグラン

ドピアノの製造にも成功し、日本楽器はピアノ会社としての新たなスタートをきることに

なった。翌年には、木工家具の製造にも進出し、早くも事業の多角化を開始した２０。 

 この時点までのヤマハピアノ・オルガンの主たる顧客は、公共施設や一部の高所得者層

であり、家具も国会議事堂の内装に使われるほどの高級品であったので、当時の多くの消

費者に手が届く製品をヤマハは生産していなかったが、1914 年になるとハーモニカ（蝶印

ハーモニカ）を発売する。ヤマハはより広い範囲の消費者に使われる製品を取り扱うよう

になり、この変化の過程で流通チャネルの構築に乗り出した。 

 初期の段階では、書籍商などによってヤマハ製品の卸売りが行われ、ヤマハは独自の流

通組織を持たなかった。しかし、1909 年に共益商社を買収すると、卸売・小売段階に次第

に進出し始め、1922 年に大阪支店、1925 年に福岡支店を設立し、ヤマハは自ら川下方向

へ垂直統合していった。この動きは大都市部で活発に見られたが、地方においては依然と

代理店の重要性が高く、1930 年代までには各県に「日本楽器會社特約店」を設立すること

で流通系列化を進めていった２１。ただ、系列化を推進していたとはいえ、戦前のヤマハは

代理店に対して積極的に販売政策の指導を行ったわけではなく、マーケティングは代理店

に任されていた。マーケティングより重要であったのは、如何に効率的に生産して、高級

品である楽器の小売価格を下げるのかということであった。この戦略が一層強まったので

は、1927 年に川上嘉市が第三代社長に就任してからであった。音響記録装置や打弦試験装

置などを導入し、彼はピアノ生産の現場に科学的な手法を導入した２２。この試みは、ピア
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ノを職人の勘によって作られる工芸品から工業製品へ進化させる端緒となった。 

 戦後になるとヤマハの販売政策は市場の拡大に伴い変化していったが、1950 年代までは

戦前と同じ 1 県 1 代理店制（市場規模の大きい東京のみ 3 店）をとっており、自ら積極的

に小売に携わることがなかった。基本的にヤマハは代理店が行うマーケティングに依存し

ていたに過ぎなかったのである。中央通り沿いの銀座 7 丁目という好適な販売環境の下に、

1951 年に完成したヤマハ東京支店ビルに入った直営店（銀座店）は、この流れを変えた。

ヤマハの従業員はこの営業の場において、積極的に小売業のノウハウを蓄積することにな

る。銀座店の従業員の一部には、「メーカーが販売店へ指導することが重要である」と経

営幹部を説得する者も現れた。1954 年には、ヤマハ音楽教室の前身となる「ヤマハ音楽実

験教室」が金原善德の提案によって同じ銀座店でスタートし、新しい教育法が販売に結び

つくことが実証され始めた２３。 

 音楽教室の全国展開にあたって最大の困難は、教育施設をどのように確保するのかとい

う問題であった。ヤマハの社史にも「教育活動は、生徒、講師、施設の三つがそろわなけ

れば、円滑な運営はできない。児童や講師はそろっても、教育に適した場所と施設がない。

自力でそれを作るには膨大な費用がかかる」２４と記述されているように、出来る限り他人

資本によって音楽教室の展開を図るのがヤマハにとってベストな選択であった。そこで考

えられたのが、特約店に音楽教室の会場を設置する案であった。 

 千葉県の船橋市を拠点とする特約店の伊藤時計店（現、伊藤楽器）では、ヤマハの新し

い試みに賛同し、銀座店での実験教室とほぼ時を同じくして、グループレッスンによる新

しい音楽教室（ヤマハオルガン教室）を開校した２５。ただその当時において、このような

事例は稀なことであり、多くの特約店は、設置する楽器や防音室など多額の初期投資が必

要な音楽教育ビジネスに慎重な態度であった。また、開校に踏み切った伊藤でも講師採用

に苦労するなど、初期の音楽教室には問題点も多かった。その当時は音大卒業者が少なく、

音楽のプロを採用することが困難であった２６。そこで、特約店を中心として音楽教室の展

開を図る方針は変更せずに、1950 年代末から音楽教室の新たなシステムを模索し始めた。 

 そのような中で作られたのが、特約店と取引のある幼稚園を会場とする音楽教室であっ

た。まずは北関東で試験的に導入され、それが成功すると全国規模で幼稚園会場は開校さ

れていった。この方式が特約店に受け入れられ、そして全国展開できたのは、音楽教室を

開設することでヤマハ・特約店・幼稚園・園児の保護者の四者にメリットがあったからで

ある。図 1 がその幼稚園会場のメカニズムである。まず契約関係は、ヤマハと特約店の間

でヤマハ製品と音楽教室に関する代理店契約（特約店契約）が交わされ、出張音楽レッス

ンを行うための契約がさらに特約店と幼稚園の間で交わされる。音楽教室入会に関わる契

約は特約店と園児（生徒）の保護者の間で交わされ、レッスン中に起きた事故などは特約

店が責任を持つ。そのため特約店はヤマハ推奨の外部の傷害・損害保険に加入している。

レッスンで使用する楽器（生徒用オルガンと指導者用ピアノ）は、特約店がヤマハから仕

入れて幼稚園に販売するため、特約店側の設備投資は事実上必要がない。懸案の講師採用

については、本来は音大を卒業した人を雇いたかったのであるが、同じくピアノが弾ける

幼児教育を学んだ人（短大や大学の幼児教育科の卒業生）を雇い、幼稚園会場に配属する

ことにより解消していった２７。1966 年以降、ヤマハブランドにより音大卒業者を集める

ことに成功した財団法人ヤマハ音楽振興会（以後、ヤマハ振興会と略する）から音楽教室
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の指導法を専門的に学んだ講師が派遣されるようになり、特約店は人件費の固定化や人事

教育費の負担を避けることができた。特約店はヤマハ振興会と講師派遣に関する契約書を

交わし、必要な人数の講師を確保する。講師はヤマハ振興会と雇用契約を結び、派遣先の

幼稚園へ赴き、園児に音楽指導を行うが、レッスンの内容（カリキュラム）以外は特約店

の営業方針（発表会の動員や推奨楽器の助言など）に従う。結局、特約店は契約関係の中

心に位置し、図 1 にみられるように、音楽教室を開設するにあたり四者と契約書を交わす

ことになった。なお、ヤマハ音楽教室とは会社法人などではなく、ヤマハが特約店に提供

する一種のサービス・ブランドであるため、レッスンの進行スピードは全国共通であるが、

それぞれ教室は各特約店が別々に経営するものである。 

 また幼稚園会場によって、最も鍵盤楽器が売れる 3、4 才児の園児に対するセールスの

チャンスが特約店側に生まれ、音楽教室という新たな販売チャネルが構築されることにな

った。特約店は幼稚園側から園児全員の名簿を入手し、入園式にヤマハ音楽教室への入会

案内と楽器購入を勧めることができたので、個別営業だけでなく見込み顧客に一斉プロモ

ーションができ、営業活動の効率化を図ることができた２８。しかも営業経費の一部は、音

楽教室から上がるレッスン料（月謝）によって負担することができた。幼稚園会場によっ

て得られた個人情報などをもとに、特約店の営業スタッフは楽器が最も売れる音楽教室入

会前の幼児を持つ家庭へ予約契約（積立契約）による訪問販売を行った。この予約により、

音楽教室と訪問販売が相乗効果を生み出すようになり、また、以前から行われていた学校・

教育機関向け販売（学販）によるヤマハブランドの信頼性の高さによって、特約店の営業

は音楽教室の展開や訪問販売の際に社会的信用を与えられ、競合他社よりも有利な環境で

行われることになった。特約店のオーナーは、ヤマハ音楽教室・訪問販売・学販を同時に

行うことにより、営業人員の共有化やシナジー効果を得ることができ、販売効率を上げる

ことに成功した２９。 

 一方、幼稚園の経営者は教室の提供の他に、レッスンを行うために必要な楽器を準備し

なければならない。そうすると、幼稚園側の負担が大きくなるように思われるが、生徒が

支払う毎月のレッスン料から楽器代金を分割支払いできたので、授業のない午後の空き時

間に教室を貸すだけで、高価な楽器を手にすることができた。また、特色あるサービスを

提供しているということで、他園との差別化を図れたので、幼稚園としてはヤマハ音楽教

室の開校に賛同しやすい条件が整っていた。幼稚園はヤマハ音楽教室の生徒数が増えるこ

とが自身の利益にもつながったで、積極的に特約店へ販売協力するようになった。  

 生徒から月謝を集める業務は、音楽教室の運営責任者である特約店が行った。特約店は

月謝の 55%を音楽教室のフランチャイザーであるヤマハに支払い、その 55％中から講師

への給与が確保された。残りの 45%は、幼稚園に 35%が支払われ、特約店に 10%が残っ

た。幼稚園は教室に設置されている楽器の分割払いが終了すると、月謝の 35%がそのまま

収益になったが、幼稚園によっては楽器を購入した時と同じ仕組みで必要な備品（ステレ

オ、家具、プール、レコード等）を特約店から購入した。特約店は月謝収入の 10%しか入

らなかったが、このように幼稚園と園児に物販ができたので、音楽教室を運営するメリッ

トを感じた３０。 

 園児の保護者としては幼稚園へ子供を迎えに行くついでに、ヤマハ音楽教室のレッスン

見学ができたので、送り迎えに掛かる時間的なコストを節約できた。なお、幼稚園会場で
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提供された幼児科というグループレッスンでは、退会防止や生徒の学習意欲を向上させる

などの理由で、保護者のレッスン立ち会いを義務づけている。 

音楽教室の主催者であるヤマハは、図 1 にある通り事務経費として月謝収入の 2％程度

しか入らなかったが、音楽教室を増やすことで、潜在的な楽器ユーザー層を開拓できただ

けでなく、実質的な販売高の増加にも結びついた。また、新製品の宣伝と演奏法（使用法）

を伝える場としても音楽教室は重要であった。ヤマハは、1959 年にエレクトロニックトー

ンから文字って命名した電子オルガンのエレクトーン（ELECTONE）D-1 を発売した。

この楽器は、上下 2 段の手鍵盤とペダル鍵盤を有し、メインアンプ以外は全てトランジス

タ化された革新的な製品であったが３１、他のオルガンやピアノと基本的な弾き方が変わる

訳ではなかった。ただ、製品性能を引き出すための特殊な操作（様々な音色を出すための

レバーやボタン操作）や演奏法（上下鍵盤と足鍵盤を使ったハーモニーの奏で方など）は

製造元のヤマハが自ら啓蒙しなければならず、全く新しい製品に近かった。川上源一社長

は当時を振り返って次のように述べる。「どうしてもエレクトーンを売るためには、ハー

モニーが自由に使える、もっと組織的なものがなければならいというので、鱸真次さん、

江川真澄さん、増沢徹さん、その他の方々に、まずエレクトーンのハーモニーを教える先

生を養成しよう。それにはコードシステムが良いという事で当初先生を養成するところか

ら始めた。」３２養成された講師は、全国の特約店が行う音楽教室にて、エレクトーンの啓

蒙・普及活動に携わることになる。 

 エレクトーンの D-1 はヤマハにとって商品化された電子オルガンの第 1 歩であるが、 

発売へと至った理由は主に 2 つの外部環境による。第 1 に、戦後多くの欧米メーカーが電

子オルガンの分野に進出し、世界に乗り遅れるという危機感が川上源一にあったというこ

と３３、第 2 にピアノにまつわるジレンマを解消できる期待がエレクトーンにあった。特に

後者が重要で、アメリカに渡っていた取締役の笠原光雄は「日本でもピアノブームが普及

率 20％近くになった時のことを今より考えて、ピアノ人口養成の手を打つ必要があります。

電子オルガンその他の新製品開発にも、会社の組織、方針の上に載せて力を入れていくべ

きと思います。…（アメリカにおいては…著者）ピアノセールスの頭打ちをオルガンでカ

バーしようとする動きも感ぜられます。」３４と述べ、音楽教室事業の展開と電子オルガン

の開発が必要であると主張している。まだピアノ市場が成長段階にあった 1960 年代前半

の日本にあって、主力商品のピアノには普及率に限界があり、欧米の歴史からそれが 25％

前後という、家電製品などと比較して極めて低い水準にあることをヤマハは重く受け止め

ていた。笠原と同じくアメリカへの渡航経験がある川上源一は、エレクトーン開発、ピア

ノの使用者そのものを広げる音楽教室設置の流れが正しい戦略的決断であると、この時期

までに確信したと推察される。 

 そもそも、ピアノに代わる製品として電子オルガンが注目されたのは、製品の基本構造

が固定化してしまい、一度購入すると買い替える必要のないピアノと異なり、電子オルガ

ンは内部の部品に進歩の余地があり、自動車のように買い替え需要が期待できたからであ

る。1960〜1980 年代までのエレクトーンの技術進歩は回路素子と音源技術に顕著に現れ、

4 段階の進歩を果たした。トランジスタと真空管（スピーカー部分のみ真空管）から始ま

った回路素子は 1966 年にシリコントランジスタに置き替わり、1969 年には IC が使われ

始めた。1975 年には LSI が導入され、コンピューター技術がエレクトーンに融合する。
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この回路素子の進歩は、楽器であるエレクトーンの信頼性向上に寄与した。D-1 の時代は

日本電気製の民生用トランジスタを使用していたため、故障によるクレームが相次いだ。

約 10 倍以上の価格差がある通信用トランジスタを使用すると故障は減るが、一般に普及

させる価格で販売するためには民生用を使用せざるをえなかった。その後、日立製作所に

ヤマハ向けの高品質な民生用トランジスタ専用ラインを作ってもらい、両社が協力して不

良品の調査を行うことで品質を向上させていき、トランジスタの不良による故障を減らし

ていったが３５、抜本的な解決へ向かったのは IC を使うようになってからであった。IC は

トランジスタより故障が少ないうえに、エレクトーンの部品点数を減らしたので、生産コ

ストの低減に貢献した。自らの設計思想に基づいた IC を生産する豊岡工場が 1971 年に完

成すると、ヤマハは回路素子の内製化を進め、エレクトーンという楽器の信頼性と表現性

をますます向上させていった３６。これは、エレクトーンをピアノと並ぶ商品として特約店

に安心して取り扱ってもらうためには重要なことであったといえる。 

回路素子の進歩に伴ってエレクトーンの音質も変化していった。音源については長らく

矩形波分周方式が用いられ、1974〜1975 年にシンセサイザーで使われていた VCO（集団

電圧制御）音源が一部機種に導入され、1977 年からは PAS（パルス・アナログ・システ

ム）システム音源が採用された。1983 年からは FM 音源が搭載され、1986 年に FM＋AWM

（PCM）音源になった３７。このように音源の開発を行った背景には、初期のエレクトー

ンがピアノなどのアコースティック楽器が奏でる自然的な音を出すことができず、機械的

な電気音を発していたからであった。音質へのヤマハのこだわりは、エレクトーン開発の

責任者であった日吉昭夫が自然楽器（アコースティック楽器）の「“味”を電子で再現す

るのは完璧を求めるよりもむずかしい」３８と述べたように、非常に困難な作業を伴ったが、

それがヤマハの半導体技術を向上させていった。自然楽器の表現力に近づけるためには、

音が発振してから減衰までの過程で音程、音色、音量が変化することが必要で、そのため

には音の情報量を増やすためにアナログからデジタル化へ進化することが必要であった。

デジタル方式が使われ始めたのは PAS システムからで、この方法ではアナログとデジタ

ルの長所を生かして部品単価を引き下げていたが、FM 音源からは技術進歩による半導体

価格の低下により完全デジタル化された３９。 

 このような技術的な変遷により、ヤマハは次々と新機種を発売していった。図 2 は発売

されたエレクトーンの新機種の台数をまとめたものであるが、ほぼ毎年新機種が市場に投

入されてきたことが分かる。特にエレクトーンの販売に弾みがついたのは、1960 年代末か

らで、1967 年に発売された D-2B、C-1B、C-2B からであった。この時期に、ヤマハは『週

刊女性』という雑誌とタイアップしてエレクトーンを紹介し、1969 年に成人向けのレッス

ン（エレクトーンメイトコース）を始めると、ヒットソングを鍵盤楽器で弾いてみたいと

いう若い女性の間でエレクトーンがブームになった４０。メイトコースの生徒は順調に伸び

続け、1971 年に 44,000 人で、1975 年には 99,000 人に達した４１。また、東京 12 チャン

ネルで 1965 年 5 月 8 日から毎週土曜日午後 1:10～1:30 までの 20 分間行われていたエレ

クトーンの公開レッスン番組は、人々に新しい楽器と音楽教育法を印象付け、幼児や児童

へエレクトーンが浸透するきっかけの一つとなった４２。これらの効果でエレクトーン講師

が不足するようになり、講師に高給が保証されるようになると、鍵盤楽器を専攻していた

音大生の間にもエレクトーン・ブームが起こった。同時期にヤマハは、エレクトーンなど
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を使ってポピュラー音楽を専門的に指導する高等教育機関としてヤマハ音楽院（1970 年）

を設立し４３、子供の層へのエレクトーン普及を図るためのエレクトーンスクール（小学生

向けのエレクトーン専門コース 1970 年）も開設した４４。さらに、足踏みオルガンから始

まったヤマハ音楽教室幼児科の備品は 1968 年に変更され４５、各特約店が運営する教室に

エレクトーンが置かれ始めると、生徒や保護者へエレクトーンの良さを伝える営業機会が

増えていった。第 2 図から 1971 年以降、新製品の発売機種が増え、エレクトーンの開発

スピードが上がっていることが分かるが、これは以上のような市場の拡大に合わせてヤマ

ハが経営資源を投入した結果であるといえよう。 

 以上のような音楽教室、予約契約を勧める訪問販売を中心とする小売システムは、エレ

クトーンという新しい製品の誕生と相まって、ヤマハとその特約店に成長をもたらしたが、

高度経済成長期以後の 1980 年代にどのように変化したのか、次章以降見ていくことにす

る。 

 

3、ピアノ市場成熟化によるヤマハ及び特約店の変化 
3-1 市場成熟化へのヤマハの対応 

 終戦後からピアノに関して増産体制を敷いてきたヤマハは、1970 年代初頭に大幅な減産

を敢行した。1970 年 5 月～1970 年 10 月（第 142 期）に 94,947 台生産していたピアノは、

1970 年 11 月～1971 年 4 月（第 143 期）の間に 90,174 台、1971 年 5 月〜1971 年 10 月

（第 144 期）には 88,474 台にまで減産された４６。直接の原因は、北米向けの輸出の停滞

と、ニクソン・ショックによる国内経済の混乱にあったが、この時にヤマハはピアノ市場

の成熟化が現実のものとなりつつあることを感じはじめた。 

 鈴木正信常務取締役はこの状況の下で「我々は過去 20 年の間、毎年毎年頭が痛くなる

程の増産に嬉しい悲鳴をあげてまいりました。そしてその上に立って、ある意味では非常

に楽に合理化を進め、お互いの生活の向上を実現してまいりました。然し今年からは増産

に頼る合理化はできなくなったといえます。…これを切り抜ける唯一の方策こそ内部的な

改善努力以外には無いということになります。…又一方新しい商品の開発を積極的に進め

て、楽器だけに依存しない広域的な経営体質をつくりあげてゆかねばならないことはいう

までもありません」４７と述べ、ヤマハが今後も成長を続けるには、生産現場におけるさら

なる改善努力と多角化が必要であることを示した。 

 1958 年に川上社長は「楽器は、自ら演奏しない人には用のないものであって、音楽熱が、

いかに昂揚されても、自分で演奏するので、蓄音機やレコードと異なり、演奏する人でな

ければ買わない、ということです。如何に音楽熱が高くなったと云え、楽器がその音楽熱

の中の何パーセントへ浸透するかということは、自ら限界がある」４８と述べ、戦中のプロ

ペラ工場で使われていた工作機械を利用したオートバイ産業への進出を正当化し、ヤマハ

の多角化戦略は 1960 年代後半以降にさらに積極的になっていった４９。図 3 はこの動きを

示している。総売上高に占めるピアノの売上高の割合は年々減少していき、多角化事業の

割合が高まっていることが分かる。ただ、近年は本業の楽器事業に回帰する動きが見られ

るが、1990 年代までは多角化事業がヤマハの成長を牽引していたといえる。 

 1970 年代に公正取引委員会からヤマハがピアノ市場を独占しているとの指摘を受ける

中で、川上社長は 1975 年の株主総会の席上で「だいたいここ１０年以来、私は楽器に偏
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重しないでできるだけ商品を多角化して分散するように心掛けてまいりましたものが、非

常によいバランスで商売の仕方をとっている…。昔通り当社がピアノだけに偏っていて『公

取』にこういうことを言われますならともかく、当社は内心熟知してやっているのでござ

います。ヤマハは何もピアノだけ売るのが商売ではない。もっと他の方を一生懸命やって

いるわけであります。ピアノはほんの片手位でやっているのでございます」５０と述べた。

この一言からも分かるように、川上社長は 1970 年代の半ばまでに多角化戦略に対してか

なりの自信を持つに至っていた。 

そして川上社長は、1980 年代に日本ヤマハ会の総会において、約 350 店の特約店のオ

ーナーに対して次のように述べる。「結果的にはヤマハと共存共栄で仕事の間口を広くし

ない限り、お店の合理化はありえないことを念頭にとどめてほしいと存じます。」５１この

発言から推察されるようにヤマハの多角化戦略は特約店の変化をも求めるものであった。

ヤマハは多角化によって生まれた新たな商品群（家具やキッチン、レジャー施設のチケッ

ト販売など）を従来の楽器を扱っていた特約店に販売することを推奨する。一部の資金力

のある特約店は、このヤマハの意向に賛同し、多角化商品を扱ったが、販売ノウハウが楽

器とあまりに異なる商品（ヤマハ家具など）に関しては数年で撤退し、結局、本業の楽器・

音楽教育へ経営資源を集中させることになった５２。 

このようにヤマハの多角化は、当初の意図とは反して、従来の流通機構（特約店組織）

を十分に活用することが出来なかったといえる。それは、ヤマハが製品開発と同時に流通・

販売戦略を十分に練ってこなかったからである。川上社長は多角化がすでに完了しつつあ

った 1981 年に全国の支店長に向けてピアノ・エレクトーンの販売が振るわなくなること

を予想して、レコードやレジャー、音楽教室を販売の現場で連携させるように指示を出し

た。そして、まずは名古屋支店で営業方法を確立（音楽教室とライトミュージック関連の

楽器を一緒に提案する）し、横展開するという５３。多角化は 1960 年代から本格化してい

ることから、このヤマハの対応は極めて遅いといえる。 

 ただ多角化が従来の事業と全くかけ離れて行われてきた訳ではなく、製品の開発段階で

は共通性を見つけ出した事例も少なくなかった。例えば、電気音響研究室という部門では

様々な電子楽器（楽器）、ステレオ（AV 機器）、建築音響（音響機器）について研究し

ており、この研究室の成果がエレクトーン GX-1 や電気ピアノ（E 型ピアノ）の開発に生

かされた５４。他の楽器メーカーが進出しなかった分野に多角化することにより、ヤマハは

アコースティック楽器とは全く異なる電子楽器に必要なキーテクノロジーを手にしたとい

える。前章で 1970 年代にエレクトーンの開発スピードが上がっていたことを図 2 から述

べたが、それを可能にした背景には多角化が効いているといえよう。また、製品デザイン

の分野でも事業の垣根を越えて関係を持った事例があった。1953 年に発売されたアップラ

イト・ピアノ S1B は外部の会社である GK グループによってデザインされた。このモデル

が好評を得ると、同社は翌年に発売されたヤマハ製 Hi-Fi チューナー、1955 年にヤマハ発

動機が発売した第 1 号のモーターサイクル YA1 のデザインも行った５５。その後もヤマハ

と GK グループは、エレクトーン（1977 年の EX-Ⅱ）、ギター、スキー、アチェリーな

ど様々な製品において共同開発し、斬新で近未来的なイメージが湧く製品を作り出してい

った５６。 

 図 4 は、国内における鍵盤の販売高について表したものであるが、1979 年の総販売台
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数 310,385 台をピークとして、その後需要が下降していることが分かる。1990 年代には

普及率が 23%を超え、歴史的上限とされる 25％に近づいた。ピアノ市場は、川上社長が

予想したように成熟化の方向へ進み、ピアノを中心として事業展開していた会社は早急な

方向転換を強いられた。ヤマハは、1980 年までに多角化によって事業の継続性を安定的な

ものとしていた。その他に輸出に関しては、本論文が国内市場を中心に考察しているので

詳しく述べないが、輸出の比率を高めることによって市場の成熟化に対応していたという

ことを指摘するに留める。 

 

3-2 1980 年代に生まれた新たな市場環境 

 ここで本節の理解を深めるために、1980 年までに市場に出された鍵盤楽器を整理する。

まず電気を一切使わず、鋼線（ピアノ線）に打弦することにより響板から核音されるピア

ノ（アコースティック・ピアノ）があり、これには平置きのグランドと縦置きのアップラ

イトがある。また、同じく電気を使わず空気の力で発音するオルガンがある。これには、

教会やホールに設置されているパイプオルガンと一般家庭にも置かれていたコンパクトな

リードオルガンがあるが、本論では後者をオルガンと呼んでいる。次に電気を使用して発

音する電子オルガン（ヤマハ製はエレクトーン）がある。多くは 2 段鍵盤で、音階を奏で

る足鍵が付属している。そして同じく電気を使い、一段鍵盤で机にそのまま置けるフラッ

ト構造のシンセサイザー（プロフェッショナル向け）、電子キーボード（アマチュア向け）

がある。シンセサイザーは内蔵されているアルゴリズムなどを用いて自分で音を作ってい

く楽器であるが、電子キーボードはすでに内蔵されている音を組み合わせて演奏を楽しむ

ものである。なお、あらかじめプリセットされた音を使い演奏するという点で、エレクト

ーンの音に対する仕組みは電子キーボードと類似しており５７、スピーカーを内蔵している

という発音メカニズムに関しても、エレクトーンと電子キーボードの間には共通点がある。

そして、電気で発音する電子ピアノがある。これは、アコースティックのピアノと発音メ

カニズムが異なるが、鍵盤は共通規格として同じ大きさになっている。現在においては、

電子キーボードと電子ピアノの区分が曖昧になりつつあるが、アコースティック・ピアノ

の音を電子音で再現することを売りにしており、鍵盤の幅が従来のピアノと同じもの（1

オクターブ分の幅が 165mm）は電子ピアノと定義付けられているようである。なお、電

子ピアノと電子オルガンの音に関する大きな違いは、元となったアコースティック楽器の

特性を継承し、前者が減衰音を中心にまとめられ、後者が持続音を主にまとめられている

点である５８。 

 アコースティック楽器であるピアノ・オルガンの歴史は古く、ピアノは 1709 年にイタ

リアで誕生するが、オルガンにいたっては古代・中世の時代から活躍していた。電気・電

子のピアノ・オルガンはそれほどではなくとも 20 世紀の初頭から存在していた。アメリ

カのローレンス・ハモンドによって 1929 年に開発された電子オルガン（ハモンドオルガ

ン）、ピアノ会社のベヒシュタイン社とジーメンス社の共同で 1934 年に開発されたネオ・

ベヒシュタインという電子ピアノは、実用的な電動鍵盤楽器の先駆けであった。しかし、

戦前期においてそれらの新しい鍵盤楽器は、音色が異なるとの理由からアコースティック

とは別な楽器として考えられ、また価格も高価であったことから一般市場に普及すること

はなかった５９。 
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 高耐久消費財であり、買い替えの可能性が低いピアノは欧米の歴史からも、ある時期に

需要のピークに達すると、その後は下降の一途をたどった。日本もその例外でなかったこ

とは、先ほど述べた通りである。しかし日本おいては、これまでの歴史に見られなかった

新たな市場環境が楽器産業とは全く関係の無い異業種からの参入によって生まれた。 

 カシオ計算機株式会社が楽器の分野に進出することを公表したのは 1979年 12月であっ

た。翌年 1 月に発売されたカシオトーンはこれまでの電子楽器に見られなかったコンパク

ト設計で、様々な音色が出る画期的な電子キーボードであった。鍵盤数は 49 鍵と 50 鍵の

2 タイプが用意され、価格は 54,800～115,000 円であった（表 1 参照）。ヤマハのように

独自の流通組織を保有していないため、カシオは楽器専門店をターゲットとして新たな販

売チャネルの構築に乗り出し、1980 年 12 月には全国 1,556 店に商品を卸すことに成功し

た６０。この数は、同じ時期のヤマハの総取引店が約 1,700 店であったことから考えると、

多い数であると思われる６１。ただ、全国の最も優良な楽器販売店はヤマハの特約店である

ことから、カシオが獲得した販売店を数のみで判断することは難しい。むしろヤマハにと

って脅威であったのは、時計業界参入の際に既存の専門店だけでなく広範囲なチャネルを

用いたように、楽器を扱ったことのなかった電気量販店やオーディオ機器販売店、カシオ

製品を扱っていた販売店にもカシオトーンを卸し、電卓販売で行った「見せ、触らせ、買

ってもらう」という販売手法を楽器に使い、20～50 代の楽器に触れたことのない大人にア

ピールしたことであった６２。実際に商品に触れてもらうことで購入まで導く方法は店頭販

売なら基本であるが、この時期のヤマハ特約店の営業手法は先ほど述べたように訪問販売

が中心であって、消費者が商品に触れる場は店頭というより幼稚園で行われている音楽教

室であった。特約店の営業マンは商品カタログによって最終的な購入決定にまで消費者を

導くのであって、これが可能であったのはヤマハブランドの信頼性の高さであった。ただ、

ヤマハも店頭販売は重視しており、河合楽器との競争上、予約販売を中心とした訪問販売

を 1960 年代から強化してきた経緯があった６３。カシオが採用した販売手法は、かつてヤ

マハが行ってきたことではあるが、電子キーボードという新製品を消費者にアピールする

には極めて効果的であった。 

 消費者の目にカシオトーンが大人向けの玩具であると映るなら、ヤマハとってはなお問

題がなかったのであるが、ヤマハ音楽教室で最も鍵盤楽器が売れる幼児科の生徒がこのカ

シオトーンを楽器として好んで購入するようになり、ヤマハとしては無視できない存在に

なった。ピアノやエレクトーンを始めたばかりの生徒にとっては、ピアノの 88 鍵は必要

なく、カシオトーンで十分であった。従来まではピアノを長期にわたり続けていけるか不

確定な顧客も、ピアノか電子オルガンのいずれかを購入していたが、カシオトーンの誕生

はそのような顧客に新たな選択筋を提供した。つまり、ピアノや電子オルガンは、安価な

代替材の出現によって、本当に必要としている顧客にしか売れなくなったということであ

る。 

 ヤマハは、カシオに対抗する形で 1980 年 12 月にポータサウンドと名付けられた電子キ

ーボードを 3 機種同時に発売した。価格帯は 23,500～36,000 円で、鍵盤数は 32〜44 鍵で

あったので、主力商品のピアノ・エレクトーンとは明確に分けられていた。表 1 からも分

かるように、価格・販売時期などからポータサウンドはカシオトーンを意識した戦略商品

であったと考えられる。ヤマハが素早く競合商品を発売できたのは、1970 年代から持ち運
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び可能なコンパクトな鍵盤楽器であるシンセサイザーの開発を行っていたからで、1974

年に発売されたヤマハ初のシンセサイザー、SY−1 はエレクトーンの最高機種であった GX

−1 にも生かされるなど高い技術があった６４。しかし、シンセサイザーは、プロフェッシ

ョナル向けの楽器であって一般向けの商品にはならなかった。ヤマハでは、誰でも気軽に

どこでも弾ける電子キーボードの開発も行っていたが、幹部がそれを玩具とみなし、楽器

会社としてのブランドを重視していたため発売に至らなかったという経緯があった。また、

自社のピアノと電子オルガン（エレクトーン）の市場を切り崩すような商品を販売できな

いという理由もヤマハにはあった。ただ、競合企業となる可能性のあるカシオの動向は、

ヤマハ社内にある特許調査部門で随時把握しており、1970 年代後半から電子楽器に関わる

特許出願件数が増加したことをヤマハの幹部は知っていた。ヤマハは、カシオの電子楽器

市場への参入に向けて臨戦態勢を敷いていたのである６５。図 5 はヤマハとカシオが出願し

た電子楽器の特許の件数を時系列でまとめたものであるが、1974 年に初めて電子鍵盤楽器

の音量制御に関する特許の出願を行ったことを皮切りに６６、1978 年から出願件数が増加

し始めていることが分かる。1980 年代後半には件数でヤマハを凌駕していた時期があった。 

 ポータサウンドの発売前の 1980 年 11 月の『日学社報』には、ポータサウンドの特徴を

次のように紹介している。「この楽器は一言で言えば、電子オルガンのエッセンスを凝縮

し、重量を 1.5～1.8 キロと軽量小型化した持ち運び自由の“ミニ・エレクトーン”であり、

娯楽性に加えて音楽性豊かな 10 代を中心とする若者向けに開発したものである。…基本

的にはエレクトーンに使っている PAS システムを採用し、新たにこの製品のために開発

した LSI の中へ PAS システム機能を組み込んでいる。」６７つまりポータサウンドとは、

価格的に 10 倍以上するエレクトーンの技術を利用して作られた製品で、10 代の若者をタ

ーゲットとしているが、“ミニ・エレクトーン”と明言されているように、最も鍵盤楽器

が売れる幼児に人気なエレクトーンとの棲み分けをどのようにするのかという疑問が付き

まとう製品であった。だからといって、ポータサウンドの性能を下げることは、競合のカ

シオトーンに負けることを意味するので、ヤマハは難しい製品戦略に直面したといえる。

その点カシオは、より性能の良い製品をより安く開発すればよかったので、戦略としては

単純であった。ここに後発メーカーのマーケティング上の優位性が見られる。 

 販売の現場ではさらに混乱し、磁気の PC プレイカード機能が搭載された画期的な電子

キーボードであるポータサウンドの上位機種 PC-100 が 1982 年に販売された時に、特約

店側からは次のような声が漏れた。「ピアノやエレクトーンへのユーザーに移行させるた

めのステップ商品としては、直接それにつながらない面もあり、この中間にふさわしいタ

イプの機種を介在させることが必要ではないか…」（東京、山野楽器）６８。つまり、ポー

タサウンドはピアノ・エレクトーンの代替材になりつつあることが分かる。ただ、エレク

トーンにはポータサウンドよりも上位の LSI が採用されており、自然音に近い様々な音色

を奏でることができる高性能電子楽器である。その性能差を知覚できる演奏レベルにある

消費者であれば、ポータサウンドからエレクトーンへの買い替えが考えられたが、楽器販

売の最大の市場は初心者層（幼児）にあり、多くの消費者にとってエレクトーンの高性能

は認知できなかった。それよりもカシオが 1981 年に発売したカシオトーン（CT-701）に

内蔵していたメロディガイド機能（押すべき鍵盤の位置を点灯するランプによって知らせ

る機能）の方が、消費者の目を引いた。ここにエレクトーン（電子オルガン）の衰退と電
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子キーボードの成長が決定的になったのである。 

 カシオとの関係から販売に踏み切ったポータサウンドは、ヤマハの販売チャネルにも影

響を与えた。ピアノ、エレクトーンは特約店のみで取り扱う専売商品であったが、電子キ

ーボードはカシオとの競争上、量販店（様々なメーカーの楽器を扱う楽器専門量販店や家

電量販店）でも販売されたので、ヤマハの楽器はヤマハ特約店で購入するという消費者の

意識が薄れていった。また、岩淵が指摘するように、電子キーボードは価格的に安価なこ

ともあり、消費者が衝動買いに近い買い方をすることもあるので、楽器について深い知識

がない量販店でも扱うことが可能であった６９。つまり、かつて特約店が行っていた説明販

売は電子キーボードにとって必ずしも必要ではなかったのである。そして次第に電子キー

ボードの購入者にとっては価格的にメリットの大きい量販店を選択するようになり、特約

店は量販店の攻勢に押される形になっていった。 

電子ピアノの発売は、この動きを加速化することになった。国内初の電子ピアノ（EP-10）

を販売したのはローランドであった。1974 年に電子ピアノ EP-10 がローランドから発売

されると、ヤマハは 1976 年に CP-70 という競合商品を発売した。しかし、両製品はステ

ージで使われるようなプロフェッショナル向け楽器であった。一般家庭向けは、ローラン

ドが 1975 年に発売した HP シリーズから始まり、ヤマハが 1983 年に FM 音源を内蔵し

た高音質の Clavinova シリーズを発売したことによって、ピアノの購入を検討している消

費者に電子ピアノというまた新しい選択筋が生まれた。ヤマハ社内では、Clavinova を「ピ

アノでもエレクトーンでもない“第三の楽器”」７０と呼び、電子キーボードとは異なる本

格的な楽器として位置づけた。1983 年に発売された Clavinova のベースモデル（YP−10：

61 鍵）は、13 万円と電子キーボードと比較すると高めの価格設定であったが、アコース

ティック・ピアノよりは割安であった。当時の一般向けのアップライト・ピアノ YAMAHA

−U1Aは 450,000円（1982～1987年）で、競合となる河合楽器の KAWAI−NS-10も 410,000

円（1984 年）であったので、ピアノを始めたばかりの初心者にとって Clavinova の価格

は大変魅力的であった。表 2 は、各社の電子ピアノの価格を一覧にしたものであるが、い

ずれもアコースティックのピアノより割安な価格設定になっている。 

 このように価格面で従来の鍵盤楽器より優位に立った、電子ピアノには他にも消費者を

惹きつけるものがあった。それは電子楽器が得意とする音量の自由な調節機能にあった。

1980 年代になると楽器を奏でることのマナーが意識され、そのきっかけをつくったのが

1974 年に神奈川県平塚市の県営住宅で起きた「ピアノ騒音殺人事件」であった７１。現代

ピアノの基本技術が開発された 19 世紀の欧米では、大きなホールでも演奏できる大音量

のピアノを製造することが追及され、木製のピアノに鉄骨フレームが取り付けられ、高い

張力で鋼鉄弦が張られるようになった。家庭用のアップライト・ピアノも大音量化・パワ

ーのある音を求めていった。欧米の広い一軒家に設置されるならこの構造でもよいのだが、

狭い日本の住宅環境には適合しなかった。この事実が一気にクローズアップされたのが、

先ほどの事件であった。そして、ヤマハは「静かなピアノ」を求める市場ニーズを捉え、

減音・消音楽器の開発に力を入れるようになり、1975 年に「サイレントピアノ」の商標登

録を申請し、ピアノの打弦振動を電気的にピックアップする製品の開発を進める７２。日本

では、欧米とは全く逆の技術革新がピアノに求められていたのである。そういった時代的

背景の中で、消費者は従来のピアノにはない利便性を電子ピアノに見出したのであり、電



 15

子鍵盤楽器は日本の風土に適合していた。 

 新しい製品の誕生によって、楽器をディスカウント販売することを強調した量販店（L

店７３）というものが成長したのも 1980 年代であった。従来ヤマハ特約店にならなければ

最もブランド力のあるヤマハ製の鍵盤楽器を扱えなかった販売店が、新品ピアノの代替材

となりえる電子キーボード・電子ピアノによって、独自の販売戦略に基づきビジネスを行

い、地域の特約店と競争できるようになった。ヤマハとしては、特約店だけに電子楽器を

卸していては、販売量が少なくカシオなどの製品に価格上で負けてしまうので、Ｌ店に楽

器を卸さざるをえないという事情もＬ店の成長に拍車を付けた。東京都江戸川区に本社を

置く島村楽器は、この環境を巧みに活用し成長した企業の一つである。島村は元々ヤマハ

会に所属する特約店であったが、1982 年からショッピングモール（主にイオン系）に楽器

店と音教を併設した店舗を全国展開し、ヤマハが定める特約店のテリトリーを越えて多店

舗展開をするようになった。また、従来の特約店と異なり、ヤマハだけでなく様々なメー

カーの楽器を扱い、低価格、大量販売を実現して、そのバイイングパワーによって島村楽

器はヤマハの販売政策から距離を置く特約店になった。1990 年代前半期に島村楽器は、他

の特約店と各地で競合関係に陥っていったことなどから、全国楽器ヤマハ会（ヤマハ会）

を脱退することになるが、現在も最大規模のヤマハ特約店である。それは、島村楽器の取

扱商品の中心が電子楽器だからである。 

なお、全国楽器ヤマハ会とは 1963 年に設立された全国ヤマハ連合会を母体とした組織

で、特約店同士の親睦を図り、特約店側からメーカーへ積極的に発言し、双方共栄の道を

模索するための機関として、特約店自らが自主的に始めたものである７４。会員はピアノ、

エレクトーンを販売し、音楽教室を運営している場合が多く（ヤマハ内部では総合楽器店

と呼ばれている）、優良特約店で構成されている。1993 年の段階では、ヤマハ特約店総数

1,270 店のうちヤマハ会の会員数は 650 店であった７５。このヤマハ会に入会する特約店側

の意味は、複数店舗と共同して行動することにより、メーカーであるヤマハへ一定の発言

権を有するのと同時に、特定エリア内でヤマハ製品の優先的な取り扱いが保障されること

であった。しかし、島村楽器のように複数メーカーの電子楽器を扱うことが消費者ニーズ

に叶う時代になると、ヤマハ会に入会することは楽器店としての優位性を高める最良の手

段とはならなくなっていった。 

 1980 年代にはさらに、中古ピアノ市場の成長も顕著になった。新製品が次々販売されて

いくと、いずれ中古市場が広がる仕組みは自動車産業や他の業界でも同じだが、ピアノ産

業の場合には、商品の高耐久性の問題から、新品の市場をより深く掘り崩した。1960 年代

にアメリカへ派遣されていたヤマハの笠原光雄取締役は「アメリカの中古ピアノの商売が

新しいピアノの 1/4 もあることは注目すべきだと思います。中古ピアノは大変利益があり

ます。将来日本もこの中古ピアノのポリシィが必要になると思います」７６と述べ、1980

年以降の状況をある程度予見していた。ただヤマハの想定を超えたのは、中古ピアノの分

野でも特約店が新規参入者に負けたことである。中古の世界では、広告・宣伝・買取りに

独自のノウハウがある中古専門業者が成長し、特約店はかつて自らが販売したピアノを買

い取ることも困難になっていった。結局、特約店は競合する中古業者やヤマハの子会社（ヤ

マハピアノサービス）から中古ピアノを仕入れることになり、本来利幅が大きい中古ピア

ノビジネスの特性を活用できなかった。中古業者は買取額・経費を合わせても、販売額の
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50%にも満たないコストで中古ピアノを仕入れることができたが、ヤマハ特約店は新品ピ

アノのメーカー卸売掛率である 70%に近い価格でなければ中古を仕入れることができな

かったのである７７。さらにエリアによっては、中古業者だけでなく、スーパーや百貨店も

中古ピアノの販売を始めたので、ますます特約店の競争環境は激化する一方であった７８。 

 1980 年以降、このように多様な鍵盤楽器が様々なチャネルで販売されることによって、

新品ピアノ、電子オルガン（特にエレクトーン）の需要はますます低下していった。図 4

にはその軌跡が示されており、両製品の販売台数は 1980 年以降低下していき、その代わ

りに電子キーボード、電子ピアノの需要は増加していくのである。ピアノは高耐久消費財

で、技術革新が終了しているため、1 人の顧客に 1 台のピアノが販売されると、モデルチ

ェンジをしても 50〜100 年は買い替え需要が発生しなかった。その上、多くの人にとって

50 年以上の製品寿命は必要がないので、市場が成熟化すると、広範な中古市場が生まれ、

ますます新品のピアノ需要は減退した。アメリカでは 1909 年に販売のピーク（33 万台）

を迎えた後に需要が下降し、再び回復したのは 50 年以上経った戦後で、1978 年に 27 万

台という第 2 のピークを迎えた。韓国では 1991 年に 18 万台というピークに達してから現

在に至っても需要は回復していない７９。自動車産業のように、市場が成熟化した段階で製

品のフルモデルチェンジを行って買い替え需要を喚起することがピアノ産業では行いにく

かったのである。この歴史が変化したのが 1980 年代の日本市場であった。 

 ヤマハは、外部環境に対応した形であるが、鍵盤楽器の初心者にオーバースペックなピ

アノだけではなく、中古ピアノよりも安価な電子キーボード・電子ピアノという選択を提

供した。これにより、ピアノに普及率の限界があるため、販売高を上げようとする企業行

動そのものが、将来において市場の縮小を招くというピアノ産業に付きまとっていたジレ

ンマをヤマハはある程度緩和することに成功した。ただ、当初ヤマハは安価な電子キーボ

ードのポジションに買い替え需要が期待できるエレクトーンを置くことを想定していたの

であり、筋書き通りにシナリオが進行してきた訳ではない。 

 欧米のピアノ会社が克服することができなかった課題を解決したヤマハであるが、問題

は自社の成長を支え続けた特約店の扱いをどのように変え、マーケティング戦略を再構築

するかというところであった。 

 

 

4、音楽教室を巡るマーケティングの変化 
 まず 1980 年代までに発売された鍵盤楽器のポジションを整理する。ピアノ（アコース

ティックピアノ）は日本人の憧れの楽器として長らく人気があった。高度経済成長期は、

ピアノの代替財として電子オルガン（エレクトーン）が登場する。宗教と密接な関係のあ

る欧米ではオルガンがピアノの代替財になることが少なく、オルガン文化というものが存

在したが、日本では明治以降学校の備品として使われてきたため独自の文化が育たず、そ

のため電子オルガン普及の前提はメーカー主導の音楽教室に託されていた。 

 1980 年以降、需要が伸びた電子ピアノは、ピアノに似せて作られているため完全な代替

財となった。安価な電子キーボードは本来、ピアノ・エレクトーンの補完財としかなりえ

ないはずだったが、初心者にとっては十分な性能を有していたため、代替財となってしま

った。ピアノ・エレクトーンの専売権を持っていたヤマハ特約店にとって、量販店でも購
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入可能な代替財が登場した市場環境の変化は会社存続の危機であった。特にヤマハ特約店

のみで販売されているエレクトーンの落ち込みは、ピアノよりも急激であった。エレクト

ーンの販売増がヤマハ音楽教室でのエレクトーン指導にかかっていることを知っているヤ

マハは、特約店を維持するために、営業戦略の見直しを始めた。 

1983 年に川上源一は社長職を辞任する８０。その際の挨拶の中でピアノについて次の懸

念をヤマハ社員に表明する。「ただ一番心配することはピアノと音楽普及の考え方です。

もう日本では飽和点に達して、これから子どもが少なくなってくるこの時に楽器をどうす

るのか。それから楽器に代わる仕事をどうするのか。それが一番大きな問題です。」８１川

上は 1950 年に社長職を父親の嘉一から引き継いでからピアノに纏わるジレンマ（普及率

の問題）の解消に生涯をかけてきたが、その答えは多角化が進行しようとも音楽普及、つ

まり音楽教育ビジネスにあることを暗に語り、息子の川上浩へ社長職をバトンタッチした。

そのため特約店を巡る営業戦略の立て直しが音楽教室を核として行われることはごく自然

な流れであった。 

 高度経済成長期とそれに続く数年間は、さきほど述べたように、予約（積立）を基盤と

した訪問販売と音楽教室を開いた幼稚園の生徒（園児全員）への広範な営業活動によって

次々とピアノ・エレクトーンを販売していった。それが、次第に市場が縮小していく中で、

1980 年代以降、商談成功の確度がより高い顧客が集まる自社管理施設の音楽教室（センタ

ー教室）を主要なセールス・フィールドにした絞り込んだ販売戦略に、ヤマハと特約店は

転換していった。1980 年代後半には予約契約の取得も訪問販売からではなく、音楽教室に

てレッスンを開始した生徒へ行う方法へ変更していった８２。それに伴い、1970 年代に活

躍した女性の訪問営業スタッフ（レディ、プランナーと呼ばれた）は、音楽教室を中心と

した生徒募集と物販の営業（センターレディと呼ばれた）へ転向した。ヤマハは、音楽教

室を積極的に販売活動へ利用するマーケティング手法を特約店に提唱していったのである。

このような手法は、実は市場がすでに飽和状態にあった 1970 年代のアメリカのヤマハ音

楽教室で見られたもので、カウンセラーと呼ばれた募集員が各音楽教室にそれぞれ配置さ

れ、教室を核として地域を巡回し生徒募集をしていた。サンフランシスコでは、生徒募集、

父兄への営業管理、音楽教室の広報、月謝の請求と徴収などがカウンセラーの手にゆだね

られており、カウンセラーは固定給のほか、生徒１人あたり数ドルを、登録料（registration 

fee）として受けとる仕組みになっていた８３。ヤマハはアメリカでの成功事例を元に、こ

のマーケティング手法を日本に逆輸入する形で日本の営業システムを改革したと考えられ

る。この変化はすぐには進まなかったが、図 6 にみられるように、ピアノ・エレクトーン

販売と音楽教室の生徒数のピークが約 10 年ずれたことによって、特約店側は縮小してい

く市場への対策をとる時間的余裕ができた。 

 その中で、音楽教室の経営システム改革もなされた。まず音楽教室の収益性の向上が図

られた。幼稚園会場は図 1 でみたように特約店側の設備投資が必要なく、初期投資が抑え

られ効率的であったが、物販に支えられた音楽教室であることを前記で述べた。それに対

しセンター教室は図 1 に登場した幼稚園が関係しないビジネスモデルであり、収益構造を

まとめると下記の式になった。この式は、音楽教室の利益（P）がどのように生み出され

ているのか簡略化して表したもので、運営の方法によっては教室収入によって特約店の収

益構造を改善させることが可能となったとこを証明するものである８４。 
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［a=月謝、b=生徒数、c=レッスン室数、d＝設備費］ 

 生徒が支払った月謝（a）の 55％はヤマハに渡され、その内から音楽教室の講師給与も

支払われる。残りの 45％（0.45）が特約店の収入になったのであるが、運営費として 10％

のコストが掛かったので 0.9 をかける。月謝（a）は物価の上昇率とほぼ連動していたので、

月謝額の変化によって収益性を向上させたわけではない。レッスン室は施設に対して一定

であるので、生徒数の増減で収益性が決定した。そのため主に幼児科の年齢層（4、5 歳児）

しか集客できない幼稚園会場では、生徒数（b）を増加させるためには不十分であった。

そこで、特約店はセンター教室と呼ばれる自社会場を持つようになった。設備投資は大き

くなるが、児童以上（6 歳以上）も指導でき、最新の楽器が揃ったセンター教室は集客効

果も大きかった。なお投資の一部は、設備費（d：特約店で自由に設定可能。通常 1,000

〜2,000 円程度）という形で顧客に負担させることができたので、生徒（b）が数多く集ま

れば投資の回収は容易になり、音楽教室ビジネスの収益性を上げることが可能であった。 

 根本的に生徒数（b）の増加を図るためには対象年齢の拡大に伴うサービスの変化も必

要であった。1950-60 年代に、楽器店のお得意さんであったレスナー（個人宅の教師）と

の対立を避けるために、指導対象年齢は幼児期に限定され、指導形態はグループレッスン

で、使用楽器が主にオルガン（後にエレクトーン）、という幼児科が初期のヤマハ音楽教

室であった。それが 1970 年代になると、幼児科の進級先として作られたジュニア科など

が設置され、使用する楽器もオルガンに限らない幅広い楽器を指導するようになる。多角

化によって生産する楽器の種類が増えたため、ヤマハにとっては自然な流れであった。 

 そして1980年代には年齢制限をなくし、ヤマハ音楽教室は生涯教育へ大きく舵を取る。

幼児科の前段階として 3 歳児向けのレッスンを開始し、成人に対してもヤマハポピュラー

ミュージックスクールを開設し、エレクトーン以外の楽器を積極的に指導するようになる。

この時代にはレスナー市場にも参入し、ピアノ・エレクトーンの個人レッスン（ヤマハピ

アノ・エレクトーン教室）を開始する。さらに、レスナー自体をヤマハに取り込む Y-PLUS

というシステムも始める。グループレッスンがヤマハ音楽教室の代名詞であったが、もは

やあらゆる形態の音楽教育に進出するようになった８５。この時点で、ヤマハが決めた教程

に従った標準形と顧客のニーズによってカスタマイズ可能な余地が個人レッスンの拡充に

よって生まれ、より多くの音楽愛好家を集める結果となった。この全形態のレッスンの取

り込みを明確に宣言したのが、1984 年に開かれた第 22 回日本ヤマハ会総会であった。こ

の場でヤマハの上島清介副社長は 400 名の特約店オーナーとその幹部に対し、ピアノ・エ

レクトーンの需要開拓のために音楽普及活動を強化すると述べ、「そのためには今まで展

開してきた教育システムでは、多様化する現代への浸透力に限界を感じます。したがって

我々としては財団（財団法人ヤマハ音楽振興会…著者）とも協力し、新しい市場に対応で

きる普及システムの開拓に意を注いでいきたいと考えております。例えば個人宅の教室も

その 1 つです…」と宣言した８６。以後、ヤマハは音楽教育ビジネスの拡張を推進していく。 

 個人宅の教室については、センターレディの場合と同じように、アメリカおいてすでに

成功事例があった。1970 年代にアメリカでは、会場確保やオルガン 10 台以上というヤマ

ハが決めた設備基準に沿わなくても、講師のライセンスさえとれば自宅で音楽教室が開け
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るというサテライト・スタジオ（衛生教室）が広がっていた。センター教室の営業担当者

は絶えず巡回指導を行なって、サテライト教室の内容の充実と向上を図っており、サービ

スの低下を防止していた。ヤマハはこの仕組を日本に逆輸入したのである８７。 

そもそも日本においてヤマハとレスナーの音楽教育を巡る連携はこの時が初めてではな

く、レスナーの生徒が楽器会社の最大の顧客であったため、戦前期と戦後の約 10 年間は

一般的なことであった。しかし、レスナーへの紹介手数料８８の節約等の目的で音楽教育ビ

ジネスにヤマハが参入し始めると、音楽教育を巡ってヤマハとレスナーが共同歩調をとる

ことが少なくなった。ピアノの販売が好調な時代はレスナーが抱える顧客は取るに足らな

い存在であったが、市場が縮小し始めるとそうは言えなくなったのである。そこで始めら

れたのが Y-PLUS であり、レスナーにヤマハメソッドの一部を公開するという点でかつて

のヤマハ・レスナー関係とは本質的に異なる。Y-PLUS はその後 PEN(Piano Education 

Network)、PSTA（piano-study teachers' association）と段階的に発展し、エレクトーン

の個人教師をサポートする組織（jet 全日本エレクトーン指導者協会）も 1993 年から始ま

った。 

このヤマハの動きに対し、1980 年代末頃からは特約店自らもエリア内のレスナーを囲い

込むようになる。ヤマハが始めた Y-PLUS などは特約店を介して、レスナーの会員登録が

行われていたが、一部の特約店ではメーカーが提供する会員サービスに付加する形で、レ

スナーと営業情報や音楽情報を共有化する動きを見せた。例えば、先ほどのヤマハ特約店

の伊藤楽器ではレスナー向けの指導法セミナーを 1992 年から開始し、そこに参加するレ

スナーを自社独自の会員組織 P.T.C.（Piano Teachers Circle）に取り込み、どうしても自

宅近くで個人レッスンを受けたいヤマハ音楽教室の生徒（ヤマハ音楽教室の退会希望者）

の紹介や合同発表会を企画・運営したりした。特に、少数の生徒を指導しているレスナー

にとって発表会の開催はなかなかできず、そのため明確な目標を持てない生徒のモチベー

ションを上げることに苦労されており、特約店主催による合同発表会は大変喜ばしいもの

であった。それらのサービスの代わりにレスナーは、楽器や楽譜などを購入する予定の生

徒を特約店に紹介した８９。 

1991 年の状況を示した表 3 からも分かるように、改革が行われたとはいえ、ヤマハ音

楽教室で最も生徒数が多いのは伝統的な幼児科で、全体の約 33.5%を占めていた。次に多

いのが幼児科の進級先になっているジュニア科で全体の 23％であった。つまり、ヤマハ音

楽教室は初期の段階と同じく幼児科を核に運営されているが、様々なコースを作った 1980

年代以降、その多様性は広がったといえる。 

 幼稚園会場からセンター教室への移行と対象年齢・レッスン形態の拡大の動きの中で、

ヤマハは特約店が運営する音楽教室や営業体制の管理を強化していく。ヤマハ振興会が設

立される 1966 年以前は、ヤマハ社内にある音楽普及本部（1961 年設立）が全国の音楽教

室を管理していたが９０、1966 年以降からはヤマハ振興会を用いた間接的な管理を行い、

ヤマハ振興会が音教普及本部の業務を引き継ぎ、音楽教室の講師と業務委託契約を結び、

指導方法を研修等によって伝え、各特約店の音楽教室に派遣するようになった。そのため、

図 1 にみられるように音楽教室を運営しているのは特約店であるが、レッスンというサー

ビスを管理しているのはヤマハ振興会ということになり、テキストが共通であることは当

然であるが、音楽教育の手法も全国共通のものとすることに成功した。ヤマハ振興会は設
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立に当たって 2 億円の寄付金や理事長、財団幹部などの職員をヤマハ本体から受け入れた

ので９１、結局、特約店の音楽教室はヤマハによって管理されていたことになる。 

 1980 年代後半以降は、ヤマハ月販という子会社で使われていた Y-Tone という顧客管理

システムによって、特約店の直接管理体制も敷かれるようになった。1980 年代以前の音楽

教室の営業データは特約店の申告に頼っていたが、それ以後はヤマハと特約店がオンライ

ンでつながり、営業情報がリアルタイムでヤマハに送られた。この効果は、特約店網の自

助努力を促す販売系列店から、音楽教室に関するロイヤリティーの支払いを基盤とした本

部主導型のフランチャイズ組織に近い従属的なものへ移行するきっかけとなった。ただ、

メーカーと情報が共有されることを嫌った一部の有力特約店は、独自のシステムを入れて、

部分的にしか Y-Tone を利用していない事例もあり、コンビニエンス業界のように厳格な

フランチャイズ組織の構築をヤマハは目指していなかったと考えられる。また、同時期に

ヤマハ内部では、音楽教室の生徒を「販売資産」と呼ぶようになり、「教育」と「販売」

の分離を唱えた川上源一社長の理想から逸脱していった。 

 2002 年になるとヤマハによって作られたハード（設備）・ソフト（レッスン）・運営仕

様の統一規格をトータル・パッケージとして特約店に提案する、ユニスタイルがスタート

する。この背景には特約店のセンター教室の老朽化、在籍者数の減少、受付不在（音教の

営業人員の不在）が全国的に見られるようになり、ヤマハ音楽教室のブランドを維持する

ための対策が必要になってきたことがある。ユニスタイルの基本仕様は集客力のある環境

（郊外ロードサイト、ショッピングセンター、都市部ビルテナント）を立地条件とし、専

任受付スタッフ（スクールコーディネーター）を常駐させ、生涯教育を行える豊富なレッ

スンメニューを用意し、快適な会場（駐車場、20 坪のロビーetc.）を完備するといったも

ので、古いセンター教室や幼稚園会場を新しい教室に集約化する効果があった。この展開

状況は 2003 年に 7 会場（生徒数 2,292 名）であったものが、2010 年 4 月現在で 96 会場

（生徒数 58,660 名）にまで、徐々にではあるが広がっている。ユニスタイル 1 会場あた

りの生徒数は約 610 名で９２、かつてのセンター教室の約 2 倍の生徒数を集め、音楽教室の

集約化は進行していると思われる。ただ特約店の独自色は、ユニスタイルによってさらに

薄められ、音楽教室を基盤とした特約店の統一感（音楽教室の内装や経営方法などの統一）

は今後ますます高まるものと思われる。 

 では、このようなヤマハの政策に対して特約店側ではどのような反応を示したのだろう

か、伊藤楽器の事例から考察する。この特約店を選んだのは、全国の特約店組織であるヤ

マハ会の会長を出すなど、ヤマハ特約店の標準型として成長してきた企業だからである。

伊藤楽器（旧社名、伊藤時計店）の創業は 1908 年であるが、楽器産業に本格進出したの

は戦後になってからであった。音楽教室を開設したのは 1947 年で、地域のレスナーに本

店の空きスペースを間貸しする形でスタートした。当初は、ピアノ購入者のアフターサー

ビスとして行っていたが、音楽を総合的に教育できる講師が入社したことにより、音楽教

育を行うようになった。使用していたテキストは市販（バイエルなど）のもので、基本的

に個人レッスンであった。1954 年にヤマハが銀座店で実験的な音楽教室を始めると、伊藤

楽器はヤマハの指導を受けて同形式の音楽教室を開設した。この音楽教室が成功すると、

京葉地域に幼稚園会場を次々と開設し、幼稚園を核としたビジネスを拡大していった。

1980 年代後半以降は、表 4 に見られるように、幼稚園会場をセンター教室へ移行してい



 21

き音楽教室自体の収益性を上げていった。 

 戦後の伊藤楽器の歴史はヤマハ特約店の模範ともいえる事例であるが、ヤマハが構築し

た音楽教育システムが全て伊藤にとって問題がなかった訳ではない。先ほど述べたヤマハ

音楽教室を始める前に開設した伊藤独自の教室は、1980 年代以降、個人レッスンに進出し

てきたヤマハ音楽教室と競合状態に陥り、同じセンター教室内でコンフリクトが発生した。

生徒数が最盛期に達した 1992 年春に、伊藤楽器はヤマハ音楽教室に 18,000 名の生徒、講

師 1,400 名を抱え、独自の音楽教室に 7,692 人の生徒、講師 600 名が在籍しており、独自

の音楽教室は決して小さい規模ではなかった。そしてヤマハ振興会所属の講師と伊藤の講

師との間の連携は、両者とも歩合制で働いているため、同じ建物でレッスンをしているに

もかかわらずほとんどなく、特約店としては講師を一元管理することができなかった。ま

た、両者を区分するため、ヤマハはエレクトーンの指導をヤマハ振興会が認定した講師に

しか認めず、そのため指導者がピアノほど増えず、生徒にとっての習う場所も限定され、

エレクトーンの普及が阻害される原因になった。このように一部特約店で自生的に行なっ

てきたレッスンをヤマハ音楽教室内に取り込んだため、1980 年代以降のヤマハの政策は、

特約店の営業活動を複雑化してしまったというマイナス面もあったのである。 

 なお、エレクトーンの普及という点については、伊藤楽器のテリトリーを含む千葉県の

鍵盤楽器調査からも阻害要因の一端が垣間見える。表 5 は平成 21 年度に行った公立幼稚

園・保育所、公立小中学校に設置されている鍵盤楽器の調査結果を集計したものであるが、

最も鍵盤楽器が売れる年齢層の生徒が在学する公教育の現場に 24,758 台の鍵盤楽器が設

置されているが、エレクトーンの設置台数はそのうちわずか 161 台（全鍵盤楽器の 0.7％）

に過ぎない。戦後、ピアノ・オルガンの普及が公教育の現場から始まったことから考える

と、エレクトーンは未だにヤマハ音楽教室の内部でのみ演奏されるマイナーな楽器である

ことが分かる。これはヤマハがエレクトーンを他の電子オルガンとは異なる独自の楽器で

あると定義した意図的戦略により９３、ヤマハ音楽教室と関連しない消費者にとってエレク

トーンは謎の鍵盤楽器になり、そのために普及が阻害されたことは否めない。 

 また、音楽教室を巡る新たな戦略はメーカーであるヤマハ側に流通チャネル上の問題を

残した。音楽教室を充実させ、特約店の経営体質を強化した政策が、物販をしなくても存

立可能な特約店を生み出し、本来の販売代理店の役割を弱体化させ、延いてはヤマハピア

ノ・エレクトーンの販売高を減少させる副作用にもなった。ヤマハ内部の方からは「教室

があることが今のヤマハにとって重荷となっている面もある。特約店の集約化を図ったが、

音教の生徒がネックで徹底できなかった」９４という声を聞く。つまりヤマハは市場環境に

合わせて特約店の集約化を大胆に行うことができなくなったのである。自動車産業が系列

店を維持できている理由の一つとして塩地洋は、ディーラー業界からの安易な退出・閉店

には販売した製品へのアフターサービスの関係から道義上の問題が存在するという９５。同

じ構図の状況が、1980 年代以降のヤマハ特約店組織に起きてしまった。 

 そして、簡単に特約店を廃業させられないことから、ヤマハによる特約店への投資が

1980 年代以降拡大していった。ヤマハの対特約店投資は間接投資と直接投資の 2 種類あ

った。間接投資は特約店所有の不動産をヤマハが買取り特約店に賃貸したり、音楽教室の

備品をリースしたりするなどして行われ、特約店組織の構築段階から見られた方法である。

直接投資はセンター教室の設置による収益性の向上などに失敗した特約店へ、資本参加や
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社員の派遣を行ったり、場合によっては吸収合併を行ったりすることもあった。特約店管

理としては自らの投資が増加し、特約店制度を採用している資金的なメリットが薄れるの

で、直接投資が最悪のパターンであるが、ピアノ・エレクトーンの販売高が下がり始めた

1980 年代以降、直接投資の事例は度々見られるようになった。その象徴的な事例が、1984

年に設立されたヤマハミュージックストア矢野（北九州市黒崎）であった。この会社はヤ

マハと特約店の協力による初めてのジョイント・ベンチャー（合弁会社）で、ヤマハから

は資本と人材（社員）が出だされた。またヤマハは、同時期に全国の特約店へ社員を出向

させ、特約店の営業体制の再構築を図った９６。1984 年に出向した社員は特約店 100 店に

総勢 175 名で、この中には営業マンだけでなく、製造部門の従業員も含まれていた９７。 

図 7 は『有価証券報告書』に記載されているヤマハによる特約店への出資状況をまとめ

たものである。これによると、直接投資の事例は 1980 年代半ばから現れ、1990 年代後半

に向かって増加していることが分かる。最近では、特約店の北海楽器（札幌）を 2010 年

10 月末に 100％ヤマハの子会社化とし、2011 年 4 月 1 日までに、ヤマハミュージック北

海道（ヤマハの販社）と合併するニュースが流れた９８。近年のヤマハは、高度経済成長期

前に採用されていた各都道府県に 1 店の代理店を置き（東京都、大阪府、愛知県などの大

都市部では複数代理店）、コアとなる代理店が他の小売店を指導（販売と音教の両面で）

するような体制（1 県 1 代理店制）の採用を考えているようで９９、各地域でその地ならし

がなされている。今回の販社と特約店の合併はその一環であると考えられる。 

 1980 年代以降、電子キーボード・電子ピアノなど安価な鍵盤楽器を量販店・ディスカウ

ントショップに流す一方、主力商品のピアノ・エレクトーンの需要を奪われた特約店を音

楽教室の収益性を向上させることで、ヤマハは複数の流通チャネルを併存させることに成

功した。ただ、現在はこの仕組みも限界にきており、販売力を低下させてきた特約店の扱

いをどのようにするのか、特約店制度をどのように改良していくのか、今後のヤマハの動

きが注目されるところである。 

 

 

５、まとめ 
 かつて、鍵盤楽器とはピアノであり、オルガンであった。ピアノは人々の憧れの楽器で

あり豊かさの象徴であった。この代替材として初心者の間で使われたオルガンは、ピアノ

への買い替えが期待できた製品であり、ピアノ需要の拡大に貢献してきた。ピアノは高耐

久消費財のため、普及率が一定の水準に達すると需要が低減するというジレンマを孕んで

いる製品あった。このジレンマの解消に挑戦したのがヤマハであった。 

ヤマハは他の多くの企業が採用しているように多角化によって主力商品の落ち込みを補

填する戦略をとる一方、需要者層そのものを拡大するため音楽教育を行う機関を垂直統合

した。そして、ピアノと異なり買い替え需要が期待できる全く新しい電子オルガン（エレ

クトーン）を発売すると、オルガン需要が電子オルガンに移り、ピアノと並ぶ主力商品と

なった。 

 音楽教育の全国展開にあたって、自社で行うよりも販売代理店（特約店）の資本を活用

することにしたが、そのためには「教育」と「販売」が同じ場所にあり、教育機関を継続

し続ける仕組みが必要であった。そこでヤマハは特約店と取引のある幼稚園に着目した。



 23

高度経済成長期とそれに続く約 10 年間、ヤマハは、幼稚園の空き教室を間借りする形で

開設された音楽教室から得られる顧客情報などを利用し、音楽を始める前の消費者に対し

て徹底した訪問販売（予約販売）を行う営業政策を特約店に提唱した。この手法を可能と

したのは、ピアノ・エレクトーンの需要が高く、容易に顧客を見つけ出すことができたか

らであり、物販が音楽教室を支えていたからであった。それが 1980 年代に、より多くの

人々に音楽教育が行われる中で、技術の進歩による半導体価格の低下などにより、新しい

ジャンルの比較的手ごろな電子鍵盤楽器が市場に認められるようになり、伝統的な楽器の

需要が減少し始めると状況は変化した。 

ヤマハにとっての最大の誤算は、ピアノ産業に纏わるジレンマを解消するために開発し

てきたエレクトーンが、図 6 にみられるように、ピアノよりも急激に需要を減退させたこ

とである。その原因は、技術進歩によるエレクトーンの買い替えサイクルが早まり、消費

者がついていけなくなった商品戦略上の問題と、本論で注目してきたように、エレクトー

ンの代替材となりえる電子キーボードの出現やエレクトーンがヤマハ音楽教室以外では習

えない楽器であり、公共教育の現場ではマイナーな楽器であったという問題も大きいとい

える。この解決へ向けて 2006 年に発売された D-DECK は、ライトミュージックを好む

消費者へキーボード感覚で持ち運び可能なエレクトーンとして販売し、エレクトーンの顧

客層を拡大することが期待された。しかし、販売企画したスタッフは長年、音楽教室での

エレクトーン普及に携わってきたので、キーボードを使う顧客層のニーズを十分に図る事

ができず、D-DECK は結局、音楽教室向けに販売している１００。皮肉な事実ではあるがエ

レクトーンの未来は、ヤマハ音楽教室という枠組みから離れてもなおファン層を築けるか

にかかっているといえよう。 

 販売チャネルについては、主力商品のピアノ・エレクトーンの販売高が下がり始めた

1980 年代以降、多角化をますます進める一方で、ヤマハによるチャネル・マネジメントの

見直しがなされ、従来の特約店政策に修正を加え始めた。安価な電子楽器の登場は、楽器

業界 1 位のヤマハの流通及びマーケティングを従来の特約店組織依存から脱却する要因と

して現れたのである。まず、ヤマハは安価な電子楽器での価格競争に対応するため、量販

店・ディスカウンターなどの販売チャネルの拡張を行う一方で、継続的アフターサービス

と説明販売が必要な商品群（ピアノ・エレクトーン）についは垂直統合された組織に近い

特約店制度を利用するという、商品別の棲み分け戦略をとった。これを可能にした一因に、

電子キーボードや電子ピアノは比較的に安価で、完全な工業製品であるため製品品質が安

定し、カタログ上のスペックで楽器の性能がある程度判断でき、従来の楽器店が行ってき

た説明販売の必要性が薄れたためであった。家電業界で見られた構図が楽器業界にも生ま

れることになったが、電子楽器においては製品の使用法を別途習う必要性が消えたわけで

はなかった。そこで従来のチャネルである特約店に対しては音楽教育を継続させることで

充実したアフターサービスを差別化要因とし、楽器の演奏を始め、音楽への関心が高まっ

たヤマハ音楽教室の生徒へ商品を販売する、角度の高いビジネスへ転換を促した。 

 それに伴いヤマハ音楽教室の経営システムは見直されることになった。教室運営は特約

店に任せて、レッスンというソフトは講師を通してヤマハ振興会により管理する 1970 年

代までに確立した方法を継続しつつ、音楽教室を特約店の営業の中心的とするため、幼稚

園を会場としていた音楽教室を順次特約店直営のセンター教室へ転換していった。音楽教
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室の収益構造にも変化があり、1970 年代まで幼稚園会場での物販に支えられたものが、

1980 年代以降は音楽教室が提供するサービス自体から収益を得ようとする動きがみられ

るようになった。 

ヤマハの鍵盤楽器産業におけるマーケティングとは、特約店を用いたエリア制というク

ローズドな環境によるビジネスが、1980 年代に安価な電子楽器の登場でパラダイムシフト

が起き、量販店にも楽器を卸すオープン環境にビジネスを移行させつつも、音楽教室と専

売品（ピアノ・エレクトーン）によるクローズドな環境も意図的に作るという二重構造を

採用したものといえる。これを可能にしたのは、特約店の音楽教室の収益性を上げたこと

であったが、そのためにか当然の効果なのか、特約店の集約化が遅れるという副作用も現

れるようになった。 

以上述べてきたように、本来、電子楽器の技術においても、流通組織の面でもヤマハは

カシオを圧倒しているはずであったが、鍵盤楽器で起きた製品技術の変化は、ウォークマ

ンと iPod の競争に見られたように、後発優位の図式を生み出した。ヤマハが戦前から積

み重ねてきた楽器製造技術は認知が困難なほどの高い性能の商品（エレクトーンなど）を

生み出し、そのためにひとたび技術に変化が生じると、一般の消費者が求めるスッペック

との間に乖離が生じた。その隙間を埋めたのがカシオトーンであり、電子ピアノであった。

ただ、楽器業界が他の業界と異なるのは、テクノロジーが進化しても、製品の使用法（演

奏法）を学ばなければならない点である。カシオは指 1 本で同じ鍵盤を押し続けるだけで

メロディーを奏でられる機能（ワンプレイ機能）を搭載した電子キーボードを発売したが、

この演奏形態が一般化することはなかった。なぜならそれはもはや楽器の演奏とは呼べな

いからである。つまり楽器はある程度の演奏の困難さ、不自由さが習得した時の楽しみを

もたらす製品なのであり、ここに楽器に内在する技術進歩の限界がある。 

最後に、近年のヤマハはピアノ・エレクトーンの販売実績がなく、音楽教室を運営して

いるだけの代理店を特約店として認めない方針に傾きつつある１０１。ヤマハが特約店に求

めるのは販売代理店としての機能であり、音楽教室はそのための欠くことのできない機能

であるが、全てではないということである。また、欧米においては需要の低下に伴い、エ

レクトーンの販売を停止する事態が起きており、音楽教室と専売品を特約店に任せる政策

（ヤマハが主張してきた需要創造戦略）は、日本国内でも難しくなりつつある。これまで

均衡を保ってきた二重構造をヤマハが今後も継続する保証はなく、新たな鍵盤楽器産業の

在り方が現在模索されているといえよう。 

 

 

《本文注》 
                                                  
１ 現在のヤマハ株式会社という社名は、1987 年に創業 100 周年を記念して、日本楽器製

造株式会社から変更されたものである。本論文では、日本楽器製造の時代も便宜上、特記

がない限りヤマハと呼ぶことにする。 
２ ここで言われている制約とは、ピアノが長期にわたり音楽指導を受けなければならず、

その上、正確な音程を保ち続けるためには定期的な調律（アフターサービス）を受けるこ

とが必要となり、また価格が最低ランクのものでも、他の楽器と比較すると高い水準（価

格上の制約）で、なおかつサイズが大きいため専用の置き場所を確保する必要性もあると
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いうものである。高度経済成長期にこの制約を緩和したヤマハの戦略については次の論文

で論じた。拙稿「日本楽器製造にみられた競争優位性―高度経済成長期のピアノ・オルガ

ン市場を支えたマーケティング戦略―」『経営史学』、45 巻 4 号、2011 年（3 月）。 
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６ ヤマハ発動機を除く、ヤマハの多角化事業の売上構成比は近年低下してきている。図 3
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３０ 幼稚園会場のメカニズムについては複数の特約店とヤマハ会資料による。 
３１ ヤマハで電子楽器の研究を始めたのは 1952-53 年頃で、本格的な研究は 1957 年から

である。最初に試作した電子オルガン EO-5 は真空管のみで設計されていたため音程が安

定しなかった。D-1 は 281 本のトランジスタが使用され、現在のエレクトーンと同じく 2
段手鍵盤とペダル鍵盤を有していた。1960 年には、1 段手鍵盤とペダル鍵盤の廉価な A-2
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機器など）、音楽教室、AV（オーディオ）、電子機器・電子金属 （半導体、特殊合金な

ど）、リビング （システムキッチン・バス、家具）、リゾート（鳥羽国際、合歓の郷、

つま恋、はいむるぶし、葛城）、スポーツ用品（アーチェリー、スキー、テニスラケット）、
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７０ 前掲『THE YAMAHA CENTURY』、145−146 頁。 
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８７ 「世界に広がる…音楽の輪：海外のヤマハ音楽教室 ②アメリカ・カナダ・オースト

ラリア・南アフリカ」『日楽社報』日本楽器製造株式会社、第 294 号、1974 年（11 月）。 
８８ レスナーが抱える生徒を紹介してもらう代わりに楽器会社・販売店が支払う対価のこ

と。レスナーへの紹介手数料については、拙稿「日本楽器製造にみられた競争優位性」5
頁。 
８９ 前掲田中『伊藤創業 100 年史』243-247 頁。 
９０ 音楽普及本部は財団が設立された後に解散した。檜山の論文によれば、音楽普及本部

がＰＲ本部の下部組織のように捉えているが、ＰＲ本部は広告・イベントに関する業務を
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号、1984 年（12 月）。 
９７ 出向した社員は 1984 年の 3 月と 9 月に分けて特約店へ派遣された。「特別リポート
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日本楽器製造株式会社、第 389 号、1984 年（11 月）。 
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９９ ヤマハ株式会社、国内営業本部、鍵盤企画部、山田敦祥談（2010 年 9 月 24 日）。 
１００ 岩崎薫談（2010 年 11 月 11 日）。 
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日）。 
 



《図1　ヤマハ音楽教室の幼稚園会場のビジネスモデル》

資料）　関係者へのインタビューや次の資料により作成。

 「ヤマハピアノ・エレクトーン教室　個人会場（Y-PLUS）展開マニュアル」ヤマハ音楽振興会、1987年8月。



資料）　尚美学園、東京コンセルヴァトワール尚美電子楽器部門『エレクトーンの時代―その３５年の軌跡と展望―』

　　　　尚美学園、1994年、23-25頁。
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第2図 新発売されたエレクトーン機種数の推移 1959-1994年



*　ヤマハの会計年度によって計算している。

　　1970年、1980年は5月～4月。1990年、2000年2009年は4月～3月の売上高である。

資料）　『有価証券報告書総覧　日本楽器製造株式会社』1971、1981年。

　　　　　『有価証券報告書総覧　ヤマハ株式会社』1991、1999年。

　　　　　『営業報告書』日本楽器製造株式会社、1981年。

　　　　　『アニュアルレポート』ヤマハ株式会社、2010年。
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資料）　通商産業省大臣官房調査統計部編「雑貨統計年報」通商産業調査会、1970-2001年。
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図4 国内鍵盤楽器の出荷台数の推移 1970-2000年
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資料）　独立行政法人工業所有権情報・研修館、第一公報閲覧室に設置されている特許審査官端末によって調査した。



*　資料上の制約から1970～1972年、1974年のエレクトーンの販売台数が分からなかった

資料）　マーケットシェア室（編）『日本マーケットシェア事典』矢野経済研究所、1972-2005年。

　　　　　財団法人ヤマハ音楽振興会、広報室調べ、2009年12月
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資料）　『有価証券報告書　日本楽器製造株式会社』1984-1987年。

　　　　　『有価証券報告書　ヤマハ株式会社』 1988-1999年。
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《表1　ヤマハとカシオのキーボード比較》

参考）　各社ＨＰ、インタビュー。

　　　　　『日楽社報』、No384（1982年12月）、巻末広告。



《表2 各社の電子ピアノ比較》

 参考）　各社HP、インタビューによる。



《表3　国内におけるヤマハ音楽教室の生徒数　1991年》

コース 生徒数（名）
3才児ランド 30,000
幼児科 262,000
児童科 26,000
ジュニア科 182,000
エレクトーン科 94,000
ポピュラーミュージックスクール 38,000
ピアノ、エレクトーン 88,000
その他各科 60,000

計 780,000

資料）　「ヤマハ音楽教室の現状」『セールス研修テキスト：営業活動の基本（改訂版）』

　　　　ヤマハ株式会社、1991年



《表4　伊藤楽器におけるヤマハ音楽教室の推移》

資料）　株式会社伊藤楽器内部資料より作成。



《表5 平成21年度千葉県公立教育機関、鍵盤楽器調査》

*1　ピアノとはアコースティック・ピアノを示す。

*2　オルガンその他：　オルガン、電子ピアノ、電子オルガン、キーボード、シンセサイザーを示し、ほとんどが生徒用の

     オルガンである。ただし、エレクトーン、アコーディオンや鍵盤ハーモニカは含まない。

資料） 本調査は田中が2009年5月～2010年3月（2009年度）に、千葉県全36市と7町村（印旛村、横芝町、鋸南町、御宿町、

     芝山町、酒々井町、長南町）の教育委員会、保育課（市町村によっては子育て支援課など）に対して行ったものである。

     数値は千葉県の該当公立教育機関の90％以上をカバーしている。




